
1 重要な会計方針

    「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　最終改正　令和２年５月１５日　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

（1） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は、最終仕入原価法に基づく原価法を採用している。

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）を採用している。

（3） 固定資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。

（4） 引当金の計上基準

・役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額に相当する金額を計上している。

2 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

    普通預金

3 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

4 担保に供している資産

　　該当なし

5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

1,888,610 1,573,842 （注）什器備品

（注）ソフトウエア

合　　　　　計 526,520,972 405,223,239 121,297,733

ソ　フ　ト  　ウ　エ　ア 45,392,817 36,954,983 8,437,834

リ　ー　ス　　資　 　産 5,944,270 4,953,558 990,712

什　　器　　 備　　　品 152,650,293 120,118,073 32,532,220

リ　ー　ス　 　資　　産 314,768

科　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建　　　　　　　　　 　物 320,644,982 241,622,783 79,022,199

計 4,581,853,856 (0) (4,581,853,856) -

合　　　　　計 4,681,853,856 (5,000,000) (4,676,853,856) -

小　　　　　計 390,233,064 (0) (390,233,064) -

　　定期預金 100,000,000 (0) (100,000,000) -

　　金銭信託 100,000,000 (0) (100,000,000) -

　外国青年招致事業運営調整積立資産

　　普通預金 190,233,064 (0) (190,233,064) -

　　その他有価証券 488,311,628 (0) (488,311,628) -

小　　　　　計 4,191,620,792 (0) (4,191,620,792) -

　　定期預金 2,100,000,000 (0) (2,100,000,000) -

　　金銭信託 1,500,000,000 (0) (1,500,000,000) -

　海外事務所財務調整等積立資産

　　普通預金 103,309,164 (0) (103,309,164) -

計 100,000,000 (5,000,000) (95,000,000) -

特定資産

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産からの
充当額）

（うち負債に対応する額）

基本財産

　金銭信託 100,000,000 (5,000,000) (95,000,000) -

  　その他有価証券 85,575,212 1,128,216 86,703,428 0

 　 金銭信託 100,000,000 0 0 100,000,000

100,000,000

基本財産

　金銭信託 100,000,000 0 0

 　 金銭信託 500,000,000 1,500,000,000 500,000,000 1,500,000,000

100,000,000

262,615,464 488,311,628

特定資産

 　 定期預金 1,100,000,000 1,800,000,000 800,000,000

103,309,164

 　 その他有価証券 482,542,246

令和7年度　財務諸表に対する注記

その他有価証券は、期末日の市場価格等に基づく評価法によっている。

定額法によっている。

・賞与引当金・役員賞与引当金・・・・・・・賞与支給見込額の当年度負担額を計上している。

・退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　定期預金 78,346,000 78,346,000 100,000,000

小　　　　　　計 4,594,619,589 7,317,237,251 7,330,002,984 4,581,853,856

  　預け金 573,095 1,675,124 2,248,219 0

科　　　　　目 当期末残高

2,100,000,000

  海外事務所財務調整等積立資産

　　普通預金 2,152,863,751 3,432,790,628

100,000,000

小　　　　　　計 100,000,000 0 0

5,482,345,215

268,384,846

合　　　　　　計 4,694,619,589 7,317,237,251 7,330,002,984 4,681,853,856

93,000,000 208,233,064 111,000,000 190,233,064

  外国青年招致事業運営調整積立資産

  　預け金 1,719,285 5,025,373 6,744,658 0



6 保証債務等の偶発債務

　　該当なし

7 有価証券

（１）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

    　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

（２）その他有価証券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

   　 その他有価証券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

8 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 259,000,000 259,000,000 0

0 50,000,000 50,000,000 0

0 15,000,000 15,000,000 0

0 324,000,000 324,000,000 0

9 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

10 ファイナンス・リース取引関係

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　リース資産の内容

　　什器備品及びソフトウエア

　　本部におけるLANｻｰﾊﾞ、ソフトウエア一式

11 資産除去債務関係

　　当法人は、賃貸用事務所について建物所有者との間で不動産賃借契約を締結しており、賃借期間の終了時に原状

　　回復する義務を有しているため、契約の義務に関して資産除去債務を計上している。

　　また、敷金を差入れている賃借契約については、資産除去債務の負債の計上に代えて、不動産賃借契約に関連する敷金の

　　回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上している。

　　この見積りにあたり、使用見込期間はそれぞれ５年２カ月から２０年を採用している。

　　当会計年度において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額として算定した金額は５９，８２４，５３０円である。

　　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は５年から７年、割引率は３．１７％から４．９９５％を採用している。

　　当会計年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。

(単位：円）

期首残高 23,785,313

会計基準適用による期首調整額　　　　　 0

有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　　　　　 0

時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　 0

資産除去債務の履行による減少額　　　　　　　　 　　　　 0

当会計年度末残高　　　　　　　　　　　　 　 23,785,313

12 関連当事者との取引の内容

    該当なし

13 重要な後発事象

    該当なし

経常収益への振替額

　　基本財産運用益への振替 31,380

合　　　　　　　　計 31,380

合　　　　　計 一般正味財産

（単位：円）

内　　　　　　　　容 金　　　　　　額

全国市町村振興協会助成金 一般財団法人全国市町村振興協会 一般正味財産

地方公共団体金融機構助成金 一般正味財産

地域社会振興財団助成金 一般正味財産

425,716,600 428,049,200 2,332,600

合　　　　　　計 60,267,600 59,526,000 △ 741,600

特定資産

　三井住友フィナンシャルグループ永久劣後債 199,900,000 197,400,000 △ 2,500,000

　東京建物プライベートリート

補助金等の名称 交付者
貸借対照表上
の記載区分

科　  　　　　　　目 帳簿価額 時　　　　価 評価損益

特定資産

　183回　利付国債（５年） 60,267,600 59,526,000 △ 741,600

合　　　　　　計

225,816,600 230,649,200 4,832,600

科　  　　　　　　目 帳簿価額 時　　　　価 評価損益

地方公共団体金融機構

公益財団法人地域社会振興財団


